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北海道教育推進会議（第10期第５回） 議事録 

 

１ 日時 

令和７年(2025年)１月22日(水) 15：30～17：00 

 

２ 場所 

北海道第二水産ビル ３階 ３Ｇ会議室 

 

３ 議案 

 【議事】 

・本道教育の現状等について 

・令和６年度（2024年度）北海道教育委員会の活動状況に関する点検・評価報告書に係る 

見直しについて 

  ・その他 

 

４ 会議資料 

（１）【資料１】本道教育の現状等について 

（２）【資料２】令和６年度（2024年度）北海道教育委員会の活動状況に関する点検・評価 

        報告書の作成に当たっての見直し事項（案） 

 

５ 出席者 

〇 北海道教育推進会議委員 

中村会長、篠原副会長、川口委員、河村委員、菊川委員、久保田委員、小林委員、新屋委員、

杉本委員、保前委員 

● 事務局 

伊賀総務政策局長、山城指導担当局長、岸本高校配置・制度担当局長、 

針ヶ谷特別支援教育担当局長、齊藤生徒指導・学校安全担当局長、山口ＩＣＴ教育推進局長、 

立花教職員課長、内山働き方改革担当課長 

  教育政策課：出分教育政策課長、佐々木課長補佐、堀本調整幹、横尾主査、及川主任、 

菅井主任 

  学力向上推進課：木村主幹 

  社会教育課：芳村課長補佐、国枝主査 

 

６ 内容 

（佐々木課長補佐） 

● それではただ今から第10期第５回北海道教育推進会議を開会いたします。私は進行をさせて

いただきます教育政策課の佐々木と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

本日の会議の出席状況ですが、委員数の半数を超える10名の委員に御出席をいただいており

ますので、会議は成立していることを御報告いたします。 
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それでは、開会に当たりまして、総務政策局長の伊賀より御挨拶申し上げます。 

 

（伊賀総務政策局長） 

● 皆さんこんにちは。会議の開会に当たりまして、一言御挨拶を申し上げます。 

  １月早々にお忙しい中お集まりいただき、誠にありがとうございます。今年もよろしくお願

いいたします。 

  また、令和５年度の教育委員会の活動状況の点検・評価におきまして、委員の皆様方から貴

重な御意見と御協力を賜りましたことをこの場をお借りして、改めて厚く御礼申し上げます。 

  昨年の年末に、国では、教職調整額の引き上げの方針が決まりまして、段階的にですが、

10％まで引き上げる案が決まったほか、中学校の１学級の定員が2026年度から、こちらも段階

的に40人から35人に改善されるという方針が決まったところでございます。 

  加えまして、年末には文部科学大臣から中央教育審議会に対しまして、学習指導要領の在り

方についての諮問が行われたとのことであります。今後、国の動向を見極めながら、道教委と

しても教育課程の一層の改善に努めることとしたいと考えております。 

  さて、本日の会議では、これまで御審議をいただきました点検・評価を踏まえまして、本道

教育の現状について御説明をさせていただきますほか、令和６年度の点検・評価報告書に係る

見直しについても、御審議いただくこととしております。 

  道教委では、本年４月以降、令和６年度の活動状況に係る点検・評価を行うこととしており

ますが、皆様には、点検・評価のみならず、様々な教育課題に対し、忌憚のない御意見をいた

だきますようお願いします。 

  今回の第５回の会議が、今年度最後の会議となります。委員の皆様方には、これまでの御審

議に、重ねて御礼を申し上げまして、私から挨拶とさせていただきます。本日はどうぞよろし

くお願いします。 

 

（佐々木課長補佐） 

● 続きまして、本日の流れを御説明いたします。 

本日の議事の内容は、本道教育の現状等の説明、令和６年度北海道教育委員会の活動状況に関

する点検・評価報告書に係る見直しの説明、その他といたしまして、本日の議事を含め、教育

に関する話題、以上３件としまして終了時刻は16時45分頃を予定しております。よろしくお願

いいたします。 

それでは議事に入りますので、ここからは議事進行を中村会長にお願いいたします。 

 

（中村会長） 

○ 中村です。どうぞよろしくお願いいたします。 

それでは議事、ただいま御説明ありましたとおり、今日は２点の議事と３点目その他として

いろいろせっかくの集まっていただいた機会ですので、時間の許す限りですが、率直な意見交

換というか御意見を賜る時間を設定したいなと思っています。議事１と２をなるべくスムーズ

に運営しまして、その他に持っていければよろしいかなと思っていますので、御協力をお願い

いたします。 

それではまず、議事の１点目ですね、本道教育の現状等についてということで事務局の方か

ら御説明をお願いいたします。 

 

（出分教育政策課長） 

● 中村会長ありがとうございます。教育政策課の出分と申します。よろしくお願いいたします。

北海道教育の現状等について資料１に基づきまして御説明をさせていただきます。お手元に資

料１ということでグリーンの資料をお配りしているかと思います。そちらを御覧いただければ

と思います。 

 

資料右下のページ番号１ページを御覧ください。 

こちらは、教育基本法の抜粋になっておりまして、国の方で教育振興基本計画を策定するこ

ととされていますが、それぞれの都道府県教育委員会ではそれに基づいた計画を立てることに
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なっていまして、これを受け道では北海道教育推進計画を策定しております。 

 

その下の２ページを御覧ください。 

こちらは、令和２年度に知事が策定した北海道総合教育大綱であり、「地方教育行政の組織

および運営に関する法律」に基づきまして、北海道の教育、学術及び文化の振興に関する総合

的な政策について、目標や政策の根本となる方針を定めたものとなっております。 

なお、こちらの総合教育大綱については、現在改訂に向けて作業が進められているところで

ございまして、来年度からまた新しい大綱が始まる予定です。 

 

続きまして、３ページから５ページです。北海道教育推進計画の概要になっておりまして、

５ページを御覧ください。 

令和５年度から５年間の本道教育施策の方向性を示す３つの柱を設けております。施策の柱

１として「子どもたち一人一人の可能性を引き出す教育の推進」、柱２として「学びの機会を

保障し質を高める環境の確立」、柱３として「地域と歩む持続可能な教育の実現」といった三

つの柱、その下に22の施策項目を設定しているという形としております。 

 

続いて６ページ以降で、北海道の人口動向ということでお示ししておりますが、７ページ目

を御覧ください。 

北海道全体の人口が、平成９年の570万人をピークとして減少傾向にございまして、令和２年

度では約10％減となる523万人と、全国を上回るスピードで人口減少少子高齢化が進んでおりま

す。 

 

そのような中でその下の８ページを御覧ください。 

こちらは北海道の学校数、児童生徒数をまとめた資料になっております。令和６年６月１日

現在最新の北海道の学校数と児童生徒数になりますが、小学校は934校、児童数が約21万6,000

人、中学校は557校、生徒数は約11万7,000人となっています。義務教育学校は29校、約3,500人

の児童生徒がいます。高等学校は、245校、生徒数が約13万4000人となっていまして、中等教育

学校は２校、生徒数は約1300人、特別支援学校は73校、約5,900人の児童生徒が学んでおります。 

 

次に９ページを御覧ください。 

こちらは、平成元年からの公立学校数の推移となっておりますが、少子化を背景として学校

の統廃合が加速化しており、平成元年度と比較して、特に小学校が約４割以上減少していると

いった状況になっております。 

またその下にオレンジ色で複式学級の割合ということで示しておりますが、学校の小規模化

が進みまして、小学校の複式学級の割合が高く、全国的に見ても高い状態となっております。 

またその右側の表ですが、３学級以下の高等学校の割合についてお示ししておりまして、全

国では令和５年度の時点で5.4％ですが、北海道では27.7％と約３割近くの学校が３学級以下と

いった状況になっております。 

 

次に10ページを御覧ください。 

こちらは北海道の教育の現状を説明する資料です。 

令和６年度の全国学力・学習状況調査の結果であり、小学校と中学校それぞれの学力の状況

をお示しするものになっています。全国平均と比べまして、小中ともに北海道の平均正答率が

全国平均に達していないという状況にあります。小学校の算数以外は差が縮まってきていると

いう状況にはありますが、こちらは引き続き課題として取り組んでいかなければならないもの

と認識をしております。 

 

11ページを御覧ください。 

こちらは体力に関する状況をまとめた資料になっておりまして、全国体力・運動能力、運動

習慣等調査で、全国のデータと北海道のデータを比べたものになっております。 

体力の合計点については、小学校では男女ともに全国平均を下回ってはいるものの差が縮小
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しているといった状況にございます。中学校は男女ともにこちらも全国平均を下回っておりま

して、特に中学校の女子においてその差が大きくなっているといった状況にございます。 

 

次に12ページを御覧ください。 

キャリア教育に関する状況になっております。左側のグラフになりますが、卒業までにイン

ターンシップなどのキャリア教育に資する体験的な学習活動を経験した高校生の割合につきま

しては、令和２年に比べて令和３年、４年と、これはコロナ禍の影響もあったと推察をしてお

り減少をしていますが、令和５年度は回復し増加をしております。 

続きまして、その右側のグラフになりますが、大学等への進学率及び就職率を表したグラフ

になっております。進学率については、全国と同様にここ数年上昇しておりまして、就職率に

ついてはその一方で減少をしているという傾向にございます。 

 

次に13ページを御覧ください。 

学校におけるＩＣＴの活用状況ということで、左側は１人１台端末を利用した授業がほぼ毎

日行われた学校割合を示したものになっております。 

こちらは学校段階によって調査の年度が異なっておりますが、小学校、中学校、高校、特別

支援学校いずれも比較的高い割合となっております。小学校、中学校の割合でいうと全国平均

を上回って約８割の学校で活用されておりまして、情報機器を活用して学習活動の定着が進ん

でいると推察をしております。一方で、教員の指導方法の理解不足ですとか、研修やサポート

体制の不十分さなどで活用が進んでいないといったケースも見られるところです。 

また、右側の学校における主なＩＣＴ環境の整備状況ということで、学習者用のコンピュー

タですとか、インターネット接続を行う普通教室などは全国平均とほぼ同様の数値となってお

ります。 

ネットワーク回線の速度が十分でないといったことや、大型の提示装置が全ての普通教室に

整備されていないといったことが課題となっております。 

 

続いて14ページを御覧ください。 

いじめ、不登校に関する状況を表した資料となっております。こちらは児童生徒の問題行動

等調査という全国の調査がございますが、いじめの認知件数が4万8,074件、重大事態の発生件

数が52件。また、不登校児童生徒数が1万4,167件、こちらは小・中合わせてですが、いずれも

過去最多となっております。 

 

続いて15ページを御覧ください。 

教員を取り巻く状況ということで、まず教員採用選考検査の実施状況をお示ししております。

教員採用選考検査の受検倍率は、平成17年度がピークでして、その際は11.9倍という状況だっ

たのですが、そちらをピークに減少を続けております。令和６年度には3.1倍まで低下をしてお

りまして、令和７年度については受験者数2,351人と過去最低となっております。 

 

その下16ページを御覧ください。 

教員の働き方改革に関する取組についてですが、こちらは１ヶ月の時間外在校等時間を表し

た表になっております。１ヶ月の時間外在校等時間について月45時間を超える割合は学校種別

で見ますと中学校は46.6％で、最も高くなっております。 

中学校は35.7％、7.2％、3.7％を合わせて、46.6％となっております。全国と比べると１日

当たりの在校等時間は全校種低いといった状況になっております。 

 

続いて17ページを御覧ください。 

こちらは学校と地域の連携に関する状況ということで、コミュニティスクールと地域学校協

働本部の両方ともに整備している学校については、全国が45.5％に対して北海道は53％であり、

全国平均よりも多いという形になっております。 

 

続いて、最後になりますが、18ページを御覧ください。参考資料という形でお配りをしてお
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ります。 

これまでは北海道の教育の現状等について御説明しましたが、令和５年度の点検・評価をし

ていただいた一覧になっております。この中でも総合評価の結果が「やや遅れている」と評価

されているものをクリーム色で網掛けをしております。こちらの８項目に関しまして、推進会

議におきまして、どれも重要な施策であることから、今後とも力を入れて取組を進めていただ

きたいという旨の御意見をいただいていたところです。 

本日は時間の関係もございますので、それぞれの施策項目についての今年度の主な取組の説

明は割愛をさせていただきますが、お手元に報告書をお配りしております。第２章の施策の推

進状況で記載しております各施策評価調書の５番目になります総合評価を踏まえた次年度の取

組といった項目に沿って、施策の充実に向けて取組を進めているところです。今申し上げた総

合評価を踏まえた次年度の取組というのは、それぞれの項目の最後に記載をしているものにな

ります。 

来年度における点検・評価におきましては、こうした取組などにも着目をしていただきまし

て、様々な御意見をいただければと思っておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

こちらからの説明は以上となります。 

 

（中村会長） 

○ ありがとうございました。 

それでは、ただいまの御説明の中で、教育の現状等につきましては、もう非常に全体に関わ

ることになりますし、この会議そのものになって、おそらく限りなく御意見なども出ると思い

ますので、これは今日の意見交換の最後に時間の許す限りという形で移させていただきます。 

とりあえずここでは、最後にいただきました点検・評価一覧でやや遅れている項目の明示が

あったのですけど、これにつきまして、この場で特に気がついたこととかお聞きしたいことが

あれば、承っていきたいなと思いますがいかがでしょうか。とりあえず経過報告というところ

なので、頑張ってくださいというところ以上のものは触れにくいかもしれないですね。よろし

いですか。 

 

（委員意見なし） 

 

（中村会長） 

○ それでは、議事２へ移らせていただきまして、令和６年度北海道教育委員会の活動状況に関

する点検・評価報告書に関わる見直しについて、事務局より説明をお願いします。 

 

（出分教育政策課長） 

● ありがとうございます。 

続きまして、資料２に基づいて御説明をさせていただきたいと思います。 

右側に資料２とございます、縦置きのＡ４の資料です。 

こちらは、来年度におきまして、令和６年度の点検・評価を行っていただくに当たりまして

令和５年度の点検・評価の審議の過程で、教育推進会議からいただいた御意見を踏まえまして、

次の３点について見直しなどを行いたいと考えております。 

 

１点目につきましては、推進指標に関しまして、目標値の設定等について柔軟に取り扱うべ

きといった御意見をいただいたことを踏まえまして、来年度の点検・評価に向けて、こちらの

資料の「１ 推進指標について」の（１）と（２）に記載をしておりますとおり、「令和５年

度の点検・評価報告書において令和５年度の実績値が令和９年度の目標値を既に超えている指

標」や、「令和９年度の目標値を100％としている指標で、かつ令和５年度の実績値が令和８年

度の目標値を超えている」といった指標につきましては、目標値の上方修正を検討したいと考

えております。 

こちらの見直しの対象となる指標については１枚おめくりいただきまして、別添資料１とい

うものに記載をしております。この点につきましては、今回この方向性で皆様に御了承をいた

だけた場合には、道教委において具体的な目標値をそれぞれ検討いたしまして、その結果を６
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月頃開催予定のこちらの会議においてお示しをさせていただく予定としております。 

 

２点目につきましては、報告書におけるＩＣＴの活用に関する記述についてです。 

推進計画では全ての施策項目にＩＣＴの活用が位置づけられておりまして、点検・評価を行

うに当たり重点テーマとして取り扱うべきといった御意見をいただいたことを踏まえ、全ての

施策項目の評価調書において、定量評価に係る推進指標の分析ですとか、定性評価に係る取組

の柱の欄に、ＩＣＴの活用に関わる取組の実績などを記載するとともに、総合評価を踏まえた

次年度の取組の中にも、ＩＣＴの活用に関わる取組を必ず記載するよう統一を図りたいと考え

ております。 

なお、令和５年度の点検・評価結果などを踏まえまして、ＩＣＴの活用に関し、今年度特に

進めている取組としては、ＩＣＴ環境の充実に向けて道立学校に対してＩＣＴ支援員を派遣し

て、ＩＣＴの活用に関わる支援、相談体制の充実に努めているほか、ＩＣＴを活用した授業な

どの充実に向けまして、国で行っているリーディングＤＸ事業を活用いたしまして指定校にお

ける実践事例の情報収集や発信に努めているところでございます。 

 

３点目につきまして、報告書の概要版を作成したらいいのではないかという御意見をいただ

きましたので、別添資料２の方にサンプルとして概要版のイメージをお示ししているところで

ございます。このような資料を、報告書と併せて公表をするのがいいのではないかと考えてお

ります。 

なお、概要版の作成に当たりましては学識経験者の皆様の知見の活用を図るという制度の趣

旨や、推進会議において、個別の施策項目の評価だけではなく施策の柱ごとに捉える視点も必

要といった御意見をいただきましたので、施策の一定のまとまりである施策の柱三つございま

すが、柱に着目した評価の視点を表すために、施策の柱ごとに特に評価を行う上で参考とさせ

ていただいた皆様からの御意見を、いくつか要約して記載をさせていただきたいと考えており

ます。 

このため来年度における点検・評価の審議の際にもそれぞれのお立場から引き続き忌憚のな

い御意見をいただきますと、幸いでございます。 

本日はこれら３点に対する御意見などお気づきの点ございましたら、御意見をいただければ

と思っております。よろしくお願いいたします。 

 

（中村会長） 

○ ありがとうございました。 

それではただいま御説明ありました点検・評価報告書の作成について、見直しということで

大きく三つ御提案がございます。 

一点目の推進指標は、どちらも上向きの修正で前向きな修正かなということで、比較的異論

がないかなと思っております。他２点目のＩＣＴは、今回の推進計画の目玉で、扱い方を全項

目に反映させていこうということで、計画のみ推進面でも、こういった形で強調していくとい

う御提案これも非常に理にかなった御提案かなと思います。 

３点目で、これはなかなかちょっと事前にお聞きしたときも、なかなかどうまとめていくか

なというのが、いろいろ事務局の皆様との意見交換をして、今日できれば皆様にもアイディア

なり意見をお聞かせいただければと思うのですが、従来、私ども出来上がったものについて良

いか悪いのか、この辺ちょっと改善という形だったのですが、今回私どもが主体的に一つ意見

を明示的に記載いただくということで、具体的にどういう内容にしていくかとか、それをどう

いうふうに会として取りまとめるのか、あるいは会議の各委員さんの意見を並べるのでいいの

かいろいろあると思います。 

今日この場ですぐ答えは出ないと思うのですが、何かとりあえず初めてお聞きして、何か感

想意見がありましたら、お伺いしていただければと思います。 

出分課長、実際にはこういうようにまとめていくようなプロセスのイメージというのは何か

御説明できますでしょうか。 
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（出分教育政策課長） 

● これまでの前例ですと、会議の日程的には６月、７月、８月と開催をさせていただくことに

なります。そのようなスケジュールで御意見をいただいて、中には特定の施策項目だけに特化

したものもある一方で、その柱全体に反映できるものもあるかと思います。柱にとらわれず、

全体的な意見をいただく可能性もありますが、それはいずれかの考え方で柱に入れられるもの

であれば入れ込んで、今後のその施策の取組にあたって、いずれの意見も参考にさせていただ

きつつ、会議としての御意見ということで、この中に全てを盛り込むというのはなかなか難し

いかなと思っていますが、特にここに注記をさせていただきたいことを書くといったイメージ

でおります。 

 

（中村会長） 

○ そうするとこれからの推進会議の中でいろいろ意見が出ると思うのですが、そういうものを

総合的に整理して案を作ってくれて、我々に最後出来上がりのところで、また意見を言っても

らって揉んでいくという感じでよろしいですか。今の時点では、あまりガチガチに考えなくて

いいですね。 

 

（出分教育政策課長） 

● はい。皆様の忌憚ない御意見をいただきたいと思っておりますので、それを制限したいとい

う思いは全くございません。 

 

（中村会長） 

○ そうすると、別段、教育庁が求めるものでなくても、採用される可能性はあるということで

すか、少数意見であっても。 

 

（出分教育政策課長） 

● はい。 

 

（中村会長） 

○ 広く、多様な意見を一応ここに載せられるということで、考え方は面白い、柔軟で。従来の

カチッとしたものと違って、今の時代風ですね。我々もこの後の発言で生かせるものをどうい

うふうに出していくか。 

ちょっと試みとして、聞いておいていただいて、皆さんも決してあんまりそれ意識すると思

うものを言えなくなりますので、議事録をそのまま載せるわけじゃありませんので、私どもの

普通の意見交換、生の声をうまくそこへ載せる可能性があるということで、とりあえず今日御

了解いただいていいですか。 

 

（委員意見なし） 

 

（中村会長） 

○ 何か聞いておきたいこととか、とりあえずやってみて、これからという部分がありますが、

以上３点いずれも非常に前向きなお話をいただいたので、私ども、会議としては了解させてい

ただいて、議題の２までは、これで了解ということにさせていただきます。 

 

ということで、最初に御説明いただいた資料１の教育の現状等ということで、これは教育推

進計画を作るときにも、前段で勉強させていただいていた部分があるのですが、メンバーも変

わっていますし、推進管理を議論する上でもベースとなるような考え方やデータがコンパクト

に整理されているところです。これを見ながら、皆さんのお立場などで普段思ってらっしゃる

ことを、先ほどの採用になる流れは別に関係なく、せっかくですから時間の許す限り、御発言

いただいて、可能な部分があればお答えいただくのもいいかなと思います。 

それでは保前委員さんから、よろしくお願いします。 
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（保前委員） 

○ 皆様お久しぶりでございます。今年もよろしくお願いいたします。 

まず、先ほどの資料２に関してのことで、ちょっと出分課長がおっしゃったことを、今会長

が大体フォローしていただいた形で言ってくださったので、私もほっとしたのですけど、実は

この資料が送られてきて資料２を読んだときに、私もちょっとこれからこれを意識して意見を

言わなければいけないのなら、今まで自分が気づいたこと、自分で関わっているその地域のボ

ランティアのこととか、あと関わってきた学校のこととか、経験から得た意見をずっと思うま

まに言っていたのですが、それを生かすことができないのかなと思ったものですから…それは

いいのですね。今まで通りで大丈夫ということでよいですね。 

 

（出分教育政策課長） 

● はい。大丈夫です。 

 

（保前委員） 

○ はい、分かりました。よかったです。 

それでは、資料１が送られてきたときに、２点ほどちょっと確かめたいというか、御意見し

たいと思ったところがありました。 

まず、資料１の⑤番の北海道教育の現状のところの（４）体力に関する状況というところで

す。先ほど課長に説明していただいたように、やはり北海道の子どもたちは、本当は体力作り

できるはずなのに、体力がなんでこんなに全国平均より劣るのかなという点です。 

一つ思ったのが、今年、冬がすごく温かくてスキーにしても、スケートにしても、なかなか

思うようにやはりできないですよね。帯広市では、いつも校庭に作るスケートリンクができな

いのです。それでスケート授業が、本当は３学期で10回あるはずのところが、１回もまだでき

ていないのです。冬の体力作りということで、今まではウィンタースポーツでスキーとかスケ

ートを、地域性を生かしてやるという北海道のスタイルを、今後ちょっと考えなければいけな

いのではないかなということをすごく痛感したところです。 

冬の間の体力増進、体力作りって結構大事かなと思うので、ちょっとそれについては道教委

の方でも今後考えていかなきゃいけないのではないかなと思ったので、ちょっと私の方で気が

ついた点として言わせていただきます。 

あともう一点ですが、⑤番の（９）学校と地域の連携に関する状況、ＣＳについてです。 

私は、以前から言っておりますように、帯広市でずっとＣＳを推進してきた側にいて、正直、

帯広市内の小学校中学校、義務教育学校も含めて全てにＣＳを置くことはできたのですが、先

ほど菊川さんともいろいろ話したのですけど、ＣＳのあり方について、非常に地域性とか、あ

とはやはり校長先生の考えによって捉え方が異なるものですから、例えば、ＣＳがあるからＰ

ＴＡ活動はそんなに必要ないじゃないかとか、あるいはＣＳがあるから地域の人たちに全て任

せればいいのではないか、というような学校が実際出てきているのですよね。 

私はそうではなくて、ＰＴＡ活動もＣＳの活動の一つと思っていて、その部分で本当に重要

なのが地域学校協働本部という言葉がありますよね。私は前々から地域学校協働本部がベース

になった上でのＣＳだと思っているのです。今までも、そうやって進めてきたうえでのCSの形

のはずなのです。進めてきたのですけど、その地域学校協働本部が、今見ても分かるとおり、

全国の方でも北海道でもＣＳのみを実施している学校というのがありますよね、これは結局ベ

ースがないのですよ。地域学校協働本部という学校を支えていく様々なボランティア団体が、

ほとんど所属してないというか、ない状態だと思うのですよね。そういう状態のＣＳは、私は

今後ＣＳとしては続いていかないと思っているので、やはりこの図における黄色の部分（ＣＳ

のみを設置）の学校はなくさなきゃいけないと思っています。 

なので、今後地域学校協働本部というものにどこの団体が所属するのかとなると、いろいろ

な地域団体、もちろんＰＴＡも含めた地域のボランティア団体を指しますので、そのボランテ

ィア団体を、やはりその地域で掌握するというか、全て取り込んでいくという形にしていかな

ければ、今後ＣＳは続かないだろうと思っています。 

なので、ちょっとここの辺をもう少し道教委としても明確に、今後どういう形でＣＳを持っ

ていくのかをよく考えていただき、CSを設置することだけが目的ではないと思うので、今後そ
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れを継続するためにどうしたらいいかということを、ちょっと考えていかなきゃいけないのか

なと思っています。ということで２点でした。以上です。 

 

（中村会長） 

○ 先に何人か御発言いただきます。菊川委員お願いします。 

 

（菊川委員） 

○ 北海道ＰＴＡ連合会の菊川です。どうぞよろしくお願いします。 

僕の方からはちょっと１個質問したかったのが、資料１の方の14ページです。 

いじめ・不登校に関する状況で令和３年から爆発的にグラフが伸びている。この要因という

のは何かあるのでしょうか。 

 

（齊藤生徒指導・学校安全担当局長） 

● 生徒指導担当の齊藤と申します。明確に何か学術的にとか、そういったものではないのです

が、基本的にいじめは増えてずっときておりました。やはり、令和２、３年度あたりに下がっ

ていたりするのは、コロナで人間関係が途絶えてしまったというか、学校にも来ない時期もあ

ったりしましたので、当然そういう状況ではいじめも発生しないというような状況があってだ

というのもあると思います。 

そして、最近特に増えているのについては、いじめについては、ないのが一番なのですが、

ただ、いじめのない学校を作りましょうとしてしまうと、過去の反省でいじめをなかったこと

にしてしまう。うちの学校はいじめがないから、いい学校だとしてしまうと、起きてしまった

いじめを隠そうとしてしまう。そういったことがあるので、これは国の方でも方針出していま

すけど、いじめはいつでもどこでも誰でもしてしまうし、されてしまうものだから、それを早

い段階で見つけて、先生方が気付いてあげて、解決に結びつけていく。だから、見逃さないと

いうことを徹底してきているということで、数は増えてきている。 

特に小学生の段階だと、ちょっとしたトラブルなど、そういったものを今まではいじめとし

て捉えてなかったようなものも、きちんといじめとして捉えて、しっかりその後に引いていか

ない、大きくならないように取り組んでいただいている結果もあるのかなと思っております。 

 

（菊川委員） 

○ ありがとうございます。いじめはなくなる事はないとは思うのですよ、学校の中で。それは

もう現実問題でしょうがないかなというところはあるのですけど、北海道に限らず日本の中で、

いじめというのは、加害者と被害者がいる中で、被害者を匿うという、簡単に言ったらそこの

場所から逃がしてあげるという考えが結構強いと思うのですよ。 

でも根本的な原因というのは、やはりいじめた側ですよね、いじめに関して言えば。でも、

いじめた側というのは、そんなに隔離されないというか、通常のように学校行って、通常どお

り過ごして。ただ、被害者が家にいて不登校になってしまってというのは、逆だと思うのです

よね。いかに被害を受けた子たちが、学校に通える環境を作ってあげないといけない。 

いじめる側というのはある程度、何か原因があるわけなので、カウンセリングを受けたりす

ることですとか、そっちの方に一生懸命ケアしていかないと、いじめのその本質というのがち

ょっと今の環境の中ではずれていっているのかなと、一人の保護者として思っています。 

それが不登校にも繋がっていますし、不登校も現実問題増えています。不登校に関して言え

ば、様々な理由は子どもたちにあるのですが、必ず学校に行かないといけないという今の時代

では、なくなってきているじゃないですか。 

家での学習がリモートでもできるという環境の中で、子どもたちはすごいケアをされている

のですが、もう１つやってあげないといけないのは、そこの家庭の保護者のケアですよね。同

じように子どもと一緒に保護者も悩みを抱えている。やはり、その両輪をやはりケアしていか

ないとその不登校というのは解決していかないのかなと思っています。 

親が相談できる場というのがやはり限られている。ごく少ない場所で、少ないコミュニティ

の中で悩んでいかないといけないという現状がありますので、何か手を差し伸べる機会がない

のかなと、学校、コミュニティスクールもそうですね、地域、そして道教委も含めて、全体で
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考えていかないといけないのかなと、ちょっと不登校に関しては異常なぐらい増えてきている

ので早いうちに考えていかないといけないのかなと思っています。 

あと一点だけ、ちょっと全然これと関係ないのですけれど、今僕の子どもが今高校生なので

すが、授業の中で寒すぎてダウンを着て授業を受けているのですよ。これは健全な子どもたち

の成長には、ちょっといかんせん問題があるのかなと、子どもは旭川なのですが、旭川の高校

でクラス全員がダウンを着て授業を受けている現状があると。これが結構もう普通になってき

ているのですよね。 

なので、いろいろな場面でちょっと調査をしてもらって、小学校や中学校はエアコンが付く

など、すごい環境が整ってきているのですが、やっぱ高校になると一気に下がってくるのです

よね。 

 

（中村会長） 

○ それは全部の学校ですか。道内の。 

 

（菊川委員） 

○ いいや、今通っている子どもの学校と、上の子の学校は別の学校なのですが、上の子の学校

もダウンを着て授業を受けていました。一応そういう現状もありますので。 

 

（中村会長） 

○ 学校にはお伝えしているのですか。 

 

（菊川委員） 

○ 学校にはお伝えしているのですが、予算もあるし設備の古さだとか、いろいろな兼ね合いが

あると思いますので、でもやはりダウンを着て授業を受けないといけないというのはちょっと

問題かなと思いますので、何かの機会でちょっと手助けができればいいかなと思っています。

以上です。 

 

（中村会長） 

○ ありがとうございます。久保田委員お願いします。 

 

（久保田委員） 

○ 新十津川町教育委員会の久保田でございます。よろしくお願いします。 

私からも意見を発言させていただきたいと思います。 

先ほど、体力の減少落ちているということに関しましては、やはり運動不足。中学校におい

ては、部活動の加入率の減少ということもあるでしょうし、先ほど十勝、帯広の方ではスケー

ト、私どもの地域、道央圏ではスキーというようなことで、学校の学習でもスキーをやらない

学校も増えてきているのではないかなと思っていまして、そういった中で、やはり冬の運動不

足というのも同じように要因としてはあるのではないかなと思っているところでございます。 

また、御意見もありましたいじめ不登校が年々増加しているということで、その要因の一つ

として、ＳＮＳが原因でのいじめや不登校があるのではないかなと思っております。今の時代、

すごくスマートフォンなどの所有率については低学年化していて、小学生もかなり持っている

のではないかなと思っているところでございます。 

そのような中ですごく便利な反面、ＬＩＮＥなどで子どもたちがどこでどう繋がっているか、

分からないということがありますので、青少年が安全に安心してインターネットを利用できる

環境の整備等に関する法律に基づいて、国や地方公共団体、関係事業者、保護者のそれぞれの

責務、に努めることが本当に重要だと思います。また、犯罪などに巻き込まれないように警察

署においてもスマートフォンの危険性について、しっかりと指導することが大切なのではない

かなと思っています。 

私ども、教育委員会や学校においてでもＳＮＳの利用についての認識を指導する必要があり

ますが、北海道教育委員会においても、指導の徹底をよろしくお願いしたいと思います。以上

です。 
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（中村会長） 

○ ありがとうございました。小林委員お願いします。 

 

（小林委員） 

○ 夕張市教育委員会教育長、小林宏明です。どうぞよろしくお願いいたします。 

あらかじめ送られてこられましたこの資料を見させていただいて、私もいくつかこうじゃな

いかなという思いを持ちました。例えば、それぞれ項目に従ってＩＣＴの活用状況ですとか、

いじめ不登校、教師を取り巻く状況ですとか、それぞれの項目に従って、こういう現状となっ

ていますが、現状がこうだから、今後こうしていかなきゃならないのだという課題と抑えたり、

あるいは、改善を図っていかなきゃならないよなと考えたりすると、一つ一つバラバラではな

くてやはり連動しているなと、一体的に考えていかなきゃならないのではないのかなと感想を

持ちました。 

例えば、ＩＣＴの活用状況はこうなのだけど、やはりタブレット端末を使って、授業改善を

図っていくと、子どもたちの学び充実を図っていく、個別最適な学びと協働的な学びの一体的

な実現を図ると、そういう上ではこのＩＣＴの活用が最適だと言われていますが、じゃあその

ためにはやはり教員側の授業技術が必要ですし、そのためには研修をしっかりしなきゃならな

い。でも、時間外勤務を削減していかなきゃならないよなとか、そしたらもっと教員数増やせ

ばいいのではないかとか。でも、なり手不足ですとか、もう年度途中で欠員が生じたらなかな

か補充がきかないですとか。もう本当に様々なそんな思いに駆られながら。 

このいじめ不登校にかかっても、やはり現場の先生方が一生懸命日夜対応したりしている中

で、これも今例えばスクールカウンセラーですとか、ＳＳＷの導入ですとか、外部人材を活用

しましょうということにもなっています。そのようなことで、こういったような現状から、ど

うしていかなきゃならないのかなということを、いろいろな角度から考えていかなきゃならな

いのだよなと感じた次第であります。 

あとは、いじめの件数が増えているという件について、何点かお話ありましたけど、私が思

うには、例えば現場で、「いじめゼロ」ではなく、「いじめ見逃しゼロ」というスタンスでや

っていますので、しかも年に２回行われるアンケートの名称ですが、「いじめアンケート」で

はなくて「嫌なことアンケート」という名称なのですよね。ですので、小学生は、ちょっと

誰々ちゃんにこんなこと言われたとかなどといったことで、嫌なことされたという形で回答し

ていきますので。それを学校の方、あるいは教育委員会の方で、いやそれはいじめじゃないだ

ろう、単なる喧嘩だとかという判断をするということではなくて、しっかり子どもたちからも

意見を聞きながら対応しています。ですから、ほとんど出してこられたアンケートについては、

そのままじゃあ１名という形で認知して、指導をしているというような状況になりますので、

やはり件数はもうぐっと増えています。そんなような状況にあります。 

そこもしっかりと学校の方で組織的な対応というところもありますので、やはり先生方の研

修といいましょうか、対応の仕方というのでしょうか、みんなでやっていこうという会議をし

たりすると、そんなことで時間外勤務も増える原因になっているのかなというような感想を持

っています。ということで、ちょっと取り留めない話になりましたが、いろいろと現状からそ

れを解決するためには、もう本当に一体的に考えていかなきゃならないのかなという感想を持

ちました。以上です。 

 

（中村会長） 

○ ありがとうございました。新屋委員お願いします。 

 

（新屋委員） 

○ お疲れ様です、新屋彩香と申します。私は石狩市に住んでおります。 

石狩市で中１の男、小５の女、小１の男の子育てをしていまして、あと盲導犬になれなかっ

たラブラドールの犬育てと、仕事をしています。そんな保護者代表の意見としてお伝えしたい

ことが、三つあります。 

一つ目が、まず今回２回目の参加をさせていただいていますが、１回目前に勉強会をしても
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らい、そのときに社会教育士というのを、この北海道教育推進計画で知り、すぐに及川さんに

お願いをして、どうしたら取れるのですかということで聞き、なんと取りました。でも、２月

に認定されるので、まだなのですけど、120時間、オンラインで４ヶ月間かけて、かでる２・７

のセンター主催で全部なんとか出席できて、とれました。 

感想というと、やはりこれからの社会に必要な称号だなというのを改めて感じているところ

です。私今回その中で初めて知った言葉が、「中央教育審議会」、「中教審」。最初、なんじ

ゃこりゃと思ったのですが。牧野先生という有名な先生からのお教えのもと、今回、令和６年

６月25日の中教審で、社会教育のあり方、重要性がさらに出ているというのをお聞きし、であ

れば、この北海道でももう少し、社会教育の重要性はもちろんうたっているとは思うのですけ

ど、実は石狩市でもまだなかなか社会教育士の輪というのは広げられてなくて、何人か元々先

輩方がいたので、これからよろしくお願いしますと声をかけているのですが、何かそういった

輪が広がりやすいように、元々のこういった上の施策か何かでもっと取り上げてほしいなと。

例えば石狩市の教育プランも今回改定に入っているところなのですけど、その中にも、残念な

がら、あまりその社会教育の重要性があんまり私はちょっと上手に解けなくて、ならもっと上

から攻めればいいのかなという部分があり、是非いっぱい入れていただいて、私もいち社会教

育士として活動したいなという部分がありますので、これが一つです。 

あと二つ目は、先ほど学力が全国平均以下ということで、中１の息子と小５の娘、小１もい

るのでうちのが少し下げているかな、申し訳ないなと思う部分があるのですが、特に中１の息

子に関しては、学校の先生に、学校の授業だけじゃ高校に行けないよと言われて、塾に通えと

いうことですかという部分があり、いやまさしくそうだなとは思うのですが、なかなか塾代も

ありますし、あとはうちの子は部活を何とかやっているのですが、文武両道というのは難しい

のだなと母親ながらに思い、石狩でやっている学習支援の方も使い、ちょっとは勉強するよう

にしているのですが、なかなかほぼ親の話だと子どもは聞かなくて、やはり学校の先生が言わ

れたことはすごく浸透する部分が思春期・反抗期あるので、是非学校教育と学習支援を繋ぐよ

うなお話というか、手段があるとありがたいなというのが、もう一つです。 

三つ目が、ちょっと話変わりますが、私は石狩ユネスコ協会で20歳のときから活動していて、

石狩市の特認校の生振小学校で、年１回出前授業をさせてもらっていまして、世界寺子屋運動

の関係でカンボジアに行っていたことがあって、その関係でお話をさせていただいています。

細々とずっと18年やっているのですが、その関係で自分も学び直しをいつもするのですが、ふ

と気づいたら、ユネスコスクールって無くなったのだろうかというか、ユネスコスクールとい

う概念が、元々こういうところに入ってきていたのか、全然勉強しなくて知らないのですが、

文部科学省でユネスコスクールを何か推進していますとみたいなことが一時期あったよなとい

うのがありまして、もうそれ自体がないのか、ユネスコスクールとはどういう存在なのだろう

というのが理解できていなくて、もし教えていただけると、やはりその子どもたちユネスコス

クールだからって今も謳っているのですが、そもそもこの教育とかの現場でどういう位置づけ

なのかなというのを是非教えていただきたいです。以上です。 

 

（中村会長） 

○ ありがとうございました。川口委員お願いします。 

 

（川口委員） 

○ 川口です。どうぞよろしくお願いいたします。 

お話をする前に、一つ質問が今更なのですが、定性評価というのはゼロか１なのですが、推

進状況で決められると思うのですが、最終的なこのゼロか１にするのは、客観的な基準なのか

主観的な判断なのか、そこがちょっとずっと気になっていたものですから、それを教えていた

だきたい。後で結構です。 

それから目標値について、以前もお話したのですが、高すぎる設定で、あまりその推進され

てないというのが目立っちゃうようなことがあるのですが、実際学校に調査にする場合に、判

断に迷う場合もあるのですよね。 

例えば、インターンシップは、どこまでインターンシップでこれは違うのかどうなのか、見

学会とかいろいろな企画があるものですから、実際に学校ではいろいろなことをやっているの
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に、インターンシップとなるとやってないのかなと、そういう学校のいろいろな取組をやはり

評価してあげた方がいいかなと思いますし、インターンシップだけじゃなく、ＩＣＴについて

も、例えば一部の先生がやっているから、それは学校全体で取り組んでないとった判断がいろ

いろあると思うのですよね。 

実際にはやっているのだけど評価されないという部分があるので、例示は難しいかもしれな

いですが、そういうところを評価してあげることができれば、もうちょっと推進状況が高くな

るのかなと思っています。 

それから、先ほどＩＣＴのことについて意見出ていたのですけど、今このＩＣＴについては

導入あるいは活用の評価になっているのです。本校は私立高校なのですが、生徒全員がタブレ

ット端末を持ってから、もう７年目になります。最近、タブレット端末を使うのをやめる先生

も出てきています。というのは、実際にタブレット端末に頼り過ぎると書く力がすごく劣って

きているのと、タブレット端末を使うといろいろなアプリがあって、授業はすごく楽しいので

すけど、本当に知識が定着しているのかどうか不安になっている先生がいるのですよね。 

僕も授業をずっと見ているのですが、以前のようなノートを作って書かせてノート作らせて

というのは、やはりいいなと感じている先生もいるのですよね。本校では、使うにしても、書

く力をやはり育てなきゃいけないということで、ＩＣＴの活用をやはりどうやって扱っていく

かというのは、これ教員の指導力の問題もあるのですが、先ほど研修と言っていましたが、研

修を受ける先生はほんのわずかなので、学校がそういうスタンスでちゃんとこういうスタンス

で使おうとならなきゃ全員には伝わらないですし、その後、先を見た場合に生徒の成長が非常

に心配です。 

もう一つ付け加えると、今デジタル教科書について、新聞でもすごい話題になっていまして、

教育委員会によってどっちを採用するか、どっちでも採用していいと、本当にそれで大丈夫か

というちょっと心配があります。教育委員会によって、採用する採用しないと決めていいのか、

子どもの成長に大きく変わるのではないかと思うのですよね。そこが心配なところです。以上

です。 

 

（中村会長） 

○ ありがとうございました。河村委員お願いします。 

 

（河村委員） 

○ 北海道中学校長会の河村でございます。よろしくお願いします。岩見沢の東光中学校に勤務

しております。 

ざっくばらんにという話でしたので、何点か義務教育の立場から、ざっくばらんにお話させ

ていただければいいかなと思っていますし、たまたま北海道小学校長会さんがなくて、義務教

育は私だけなので、そういう観点からでもお話をしていきたいなと思っています。 

まず、昨年度の年末に、国の方で中学校の35人学級が８年度から始まるということが決まり

まして、見通しとしてそういう施策が出てきたということは本当に喜ばしいことだなと思って

おります。 

ただ、やはり規模にもよりますが、定数としては厳しい学校がやはり多くて、学級数によっ

てはいいのだが、ちょっと増えてくると先生方の数が足りないというような部分があるのかな

と感じております。 

特に３学級、学年１つの学校だと、全ての免許の先生を揃えることができない。校長入れて

９人ということは、７定員なので、９教科の先生を揃えることができないという部分で、非常

に道教委の方もそれを解消すべくいろいろな施策をとっていただいているのですが、そこに人

が入ってくることで、学校は変わるのかなと思っています。ですので、今後も、定数に関わる

部分については、何とか要求していきたいなと思っております。 

それから、先ほどいじめ不登校の話が出ているのですけど、やはり学校現場では、このいじ

めと不登校に対応する時間が、非常に長くなっています。先生方も、すごく気を使っています

し、例えば保護者との連絡というのはすごく密に取るようにしているので、そういうことに掛

けるエネルギーと時間というのが、勤務の長期間化に繋がっている部分もあるのだろうなと思

っています。大変なエネルギーを割いている。 
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どうしてこれだけ増えてきたかという部分では、先ほどお話もあったと思うのですが、文科

の方でも出てきています非認知能力ですよね、見える学力と見えない学力という部分で、見え

る学力の方はいろいろ測っているのですが、やはり見えない学力の部分をしっかり子どもたち

に身につけさせていく。やはり学校は人作りをする場所だと思っていますので、そういうとこ

ろにもう少し力を入れていく必要があるのだろうなと感じています。そして子どもたちが行き

たくなる学校を私達は作らなければいけないと、そういう思いで、今学校で働いているところ

です。 

中学校の立場で、２点お話をさせていただきますと、１点目は、高校入試が今年からＷｅｂ

出願ということで制度が変わって１年目になりました。今後、このＷｅｂ出願がどうだったの

かということは検証されるとは思うのですけれど、時代の流れに沿った出願にはなっているの

ですが、高校さんにとっては非常に間違いもなくなりましたし、有効な施策だったと思うので

すが、ただ中学校としては、今までより手間が増えてしまった部分はあります。どういうこと

かと言いますと、今まで学校で印刷していたものを、家庭がコンビニなどに行ってお金を払っ

て印刷をするというそういう手間があったり、それから家庭の保護者がなかなかそのシステム

のことを理解してくれなかったりという部分があって、今年は何とか乗り切ったのですが、今

後そういう部分の改善をしていただけると、中学校としては大変ありがたい。 

ただ、このＷｅｂ出願自体をいい方向に持っていっていただけると、中学校も高校も手間が

省ける形になってくると、より良いシステムだなと思っておりますので、よろしくお願いしま

す。 

それからまた中学校の立場で、部活動の地域展開です。これに関わっては日本全国いろいろ

なところで様々な事例もあるのですけど、やはり地区によって進んでいるところとなかなか難

しいところが出てきているというのが現状だと思いますが、そのゴールがなかなか見えていな

いというのが、大きく北海道を見たときにあるのだろうなと思っています。やはり人の移動、

子どもの輸送と、それからお金の問題と、指導者のこの三つの問題というのが解決してない地

域が多いのだろうなと思っておりますので、よろしくお願いします。 

最後に、先生のなり手不足が問題になっておりますが、教頭、管理職のなり手の部分も非常

に問題になっておりまして、私達も非常に頑張っていろいろ声をかけて、人材育成という部分

では進めているのですけど、やはり定年延長になって60歳になって役職定年になるということ

を見越した上で管理職をしていくということに対して、抵抗を持っている職員も一定程度いる

だろうなと思っています。先生みたいに60歳になったら、また一般の先生に戻るのですよねと

いうそういうことを言われる中堅の先生もいらっしゃいますので、そういう制度が果たしてこ

れからどうなっていくのかなというのが考えているところです。 

 

（中村会長） 

○ ありがとうございました。杉本委員お願いします。 

 

（杉本委員） 

○ 北海道教育大学の杉本でございます。どうぞ本年もよろしくお願いいたします。 

今日いろいろ報告していただいて、上方修正になった項目が８項目ほどあるということで、

これは本当に現場の先生方の御努力の賜物だなと思っております。アフターコロナをどう乗り

切るかということで非常に心配していたのですが、それを跳ね除ける形で期待していた以上の

成果を出しているということで、大変嬉しい報告であったなと思います。 

上方修正になった項目のうち２項目が、やや遅れていると報告されたものが含まれておりま

す。それというのは、その中の下位項目が取り出されているので、やや遅れているもののうち、

どこに着手していけばいいのかという課題が明確になったと解釈しております。 

それから、今日報告していただいたもの全国との比較でいろいろ出していただいているので

すが、ほぼほぼトレンドは全国と同じで、それに若干下回るというものが多いのかなと思って

います。 

その要因が何と考えたのですが、これまで各委員さんからも報告ありましたが、本道の課題

でもある人口減少であるだとか、北海道が広域であるだとか、子どもの数が少ないとか、学校

の教員の先生方の定員が満たされてないだとか、そういったものが複合的に絡まっているので
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はなかと考えました。 

例えば教員不足ということを中心に置いて物事を考えてみると、学校数がもう本当にピーク

の時よりも4割というのですか、3割ですか。非常に減っている一方で、地方都市の中心部でも

複式の学校も出てきています。学校は、大きくても小さくてもやること一緒なので、というこ

とはやはり先生方一人一人の仕事量は増える一方で、これも働き方改革に絡んでくる問題なの

ですね。 

じゃあ統廃合を進めればいいのかという話になるのですけど、それはそれでこの地域の期待

だとか、これまでの経緯だとかが様々ありますし、これまでも十分統廃合してきたということ

もあります。 

小さい学校で子どもの数が少なければ、きめ細やかに指導できるかといえば、またそれもそ

うでもないらしいのです。研究によれば。例えば、学力ですが、もし少人数できめ細やかに指

導できれば学力が上がるのであれば、北海道の学力１番になっているはずなのですよね。でも

そうはなってないということは、どういうことかというと、やはり適正規模というか、小学校

であれば３学級程度、中学校であれば５学級程度で同じ学年の先生で役割分担しながら、教科

の指導であるとか、生徒指導だとか、教材を持ち回って作るといった組織的な役割分担が重要

だというこうことです。そういった複合的なものがあって、学年団の中でベテラン・中堅・新

卒みたいな、うまく年齢バランス取れれば、その中で教育技術の継承とかもできてきますので、

そういったことがやはりこの人口減少社会や学校数の減少、教員不足によって、ままならなく

なったことが、あらゆることに反映してきているのではないかと、このデータを見させていた

だきました。 

やはりその体力の問題もそうなのですよね。広域になっているということは、冬になると遊

ばなくなるということもそうなのですが、スクールバスとかを出しちゃうので、本当に学校の

近くまでも子どもたちが来てしまうのですね。歩く機会が、それでもう失われてしまっている

ということがあったりとか、やはり保護者も心配ですので送り迎えが多くなったりします。 

あと子どもに体力作りとして業間体育というのがあります。例えば道教委がやっているよう

などさん子元気アップチャレンジ、縄跳びとかをやっていますよね。私も現役の教員のときに

参加しましたが、そういったものも良いですけど、やはり外に出て20分間中休み、昼休みに汗

流して遊ぶという環境が非常に大事になってくるかなと思いました。 

あとＩＣＴについてです。デジタル教科書、わが国でもどんどん推進されているのですが、

一方で、北欧の方では見直しがされているそうです。私も報道でしか知りませんけれど、これ

まで議論あったように、やはり使えばいいということじゃなくて、やはり目的と手段をしっか

りわきまえて、授業のねらいや、ＩＣＴによってどうやって業務を改善するのか、その目標に

照らし合わせてどうやってＩＣＴを活用するかという視点が抜けてしまうと、ただ使えばいい

ということになり、負担が伴う。先生方の研修会なども出てみると、やはりもう次のステップ

に進んでいますね。とりあえず使いましょうから、この目的に従ってどういうふうに活用して

いきますかという質的な変革が今起こってきているので、道内で情報共有しながら全国的な動

向を見ながら進めていけばいいのではないかなと思います。 

最後ですが、いじめ不登校についてです。私も学級経営を中心に研究しておりまして、いじ

め不登校の問題には関心を持っていたのですが、やはり積極的に認知していきましょうと全国

的な動向があって、平成の時代は都道府県によって０に近い都道府県があったり、すごく高い

都道府県があったりしました。ただ方針としては積極的に認知していきましょうということが

浸透してきた結果、このグラフの跳ね上がりになっているのではないかなと、私も解釈してい

ます。研究者としては当然のトレンドなのだなと思いつつも、やはりそういった経緯を知らな

い一般の方々にしてみればちょっとびっくりするような示し方になっているかもしれません。

ここはですねやはり解消率をやはり乗せてあげると、より理解が深まるのではないかなと思い

ます。 

先ほど文科のホームページをチェックしますと、77.5％、70％ちょっとという解消率出てい

るということで、おそらく本道のデータもあるのではないかなと思います。やはり小さなうち

に発見して、解消率を高めるということがいじめの指導にとっては大切ですし、子どもたちの

よりよい人間関係を育むためには必ず通る道ですので、そういったことをこれからも情報共有

しながら進めていくのがよろしいのではないかなと思いながら、お話を伺っておりました。以
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上でございます。 

 

（中村会長） 

○ ありがとうございました。それでは、篠原副会長お願いします。 

 

（篠原委員） 

○ 私からもいくつか述べさせていただきます。時間も押しておりますので、端的に既に出てい

る話は省かせていただきまして、今回の話の中で、まず、データをもう少し詳しく知りたいな

と思ったものがいくつかあります。一つは、教員を取り巻く状況の、今回示された選考検査の

実施状況で、これ小中高特別支援全体の倍率として示されているのですが、特に、近年一番懸

念されるのは小学校の倍率だと思われます。そういう状況を含めて、この会議の中で、問題の

状況を共有していただけたら幸いです。 

また、実際の事例ということで御存知だったらということですが、現場の教職員の方々から

よく聞くのは、新年度に入っても教員が足りてないという実態が北海道でも既に起きていると

いうことです。特に高校の先生方から聞いたのは、昨年度だったか、新年度の時点で英語の先

生が20人程足りないだとかで、年度明けも探して探して何とか対応していくという状況も伺い

ました。伝え聞いている範囲ではそういう話だけですが、道教委の方でどういう実態があるか

ということも共有いただけたらと思います。 

もう一つ、高校の話が、まだ意見がなかったかと思いますが、今日の資料の中でいきますと、

スライドの９枚目のところで公立学校数の推移というところ、３学級以下の高等学校の割合の

データを示していただいています。全国比較でも北海道の高校は小規模化が進んでいるという

データですが、更に１学級の規模の高校が多く、特に近年は急速に増えてきているかと思われ

ます。そのあたりのデータも、ここで共有していただけないかなと思います。 

また中学校のお話でも河村先生からもあったとおりですが、高校も１学級規模になると標準

法での教員の配置がものすごく少なくて、全ての教科の教員を置けず、道教委の方でも加配を

行うなど対応を既に行っているところと思います。ただ小規模校がかなり増えてきている状況

もあって、今後も同様の加配を続けていけるかということも心配するところです。 

それに関わり、Ｔ－ｂａｓｅという遠隔授業配信センターの取組があり、小規模校の校長先

生とお話ししても、かなり期待を寄せているように理解するところです。 

ただしその運営に関わっては、ギリギリの状況の中で進めているとも現場の方から伺ったこ

とがあります。具体的に言いますと、先生たちが遠隔授業配信のために私費を投じて、機器な

どを自分で買われたりということをしながら、あるいはアプリのいろいろな使用料などを払わ

れながら、いかに地方の小規模高校に遠隔授業を充実させていけるか、子どもたちの学びの充

実も図れるかということで、日々工夫をされている様子です。 

お金の部分ですね、先生たちが私費でそういうことをやらざるを得ない状況というのは、ま

だまだ制度が立ち上がったばかりのあの過渡期だからしょうがなかったのかもしれないのです

が、今後は授業開発に関わるＩＣＴ機器などの様々な整備について考えていかなきゃいけない

でしょう。そのあたりについて、もし状況を把握されているようでしたらお聞かせいただきた

いなと思います。 

あと遠隔授業に関わってということで、道教委の方では遠隔授業配信センターがありますが、

今後は学校間連携という形で小規模校同士や、大規模校と小規模高校の間であったり、あるい

は道立に限らず様々な学校設置者との関係の中で行うことも考えられます。例えば東京の私立

高校で通信制を持つところの授業を、北海道の小規模校、道立高校の単位として認めていくこ

とできないかなど、様々な連携の仕組みを考えていかないと、小規模高校をしっかりと充実さ

せていくということが難しいのではないかなという考えも持っています。 

そういう取組も含めて、小さい高校の統廃合やむなしという話も議論としてあったかもしれ

ないのですが、北海道はもう既に広域の中で統廃合をかなり行ってきており、その中で高校が

小規模化している現状でもありますので、一つ一つ地域の拠点となっていくべき高校をどう充

実させられるかという施策として、また検討いただければと思っております。 

高校に関わってお話させていただきました。ありがとうございます。 
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（中村会長） 

○ はい、やはりお話を伺うと、ずいぶん時間がかかってしまって大変恐縮ですが、今日はお話

が出たということで区切るか、それともいくつかのポイントでもしお答えできれば、ちょっと

時間がずれ込みますが、せっかくの機会なのでお願いしてよいですか。 

 

（出分教育政策課長） 

● 時間のこともございますので、今日いただいた御意見の方はそちらを踏まえまして、道教委

の中でも検討させていただきたいと思っております。いくつか御質問いただいたかと思います

ので、そちらを中心に一旦私の方でまとめさせていただいて、関係局長、課長にお答えをお願

いします。 

まず、川口委員からありました評価の定性評価についてです。ありがとうございます。これ

が定性評価は０か１かとなっていて、それが客観的なのか主観的なのかという御質問ですが、

客観的ということになります。 

例えば、令和５年度のもので具体的に言いますと、机上資料の点検・評価報告書の36ページ

に政策項目１「ＳＤＧｓ・ＥＳＤの推進」とありまして、３のところに定性評価がございます

が、定性評価の項目、それぞれについて取組の柱それぞれについて０か１かというのをこちら

に書いてある取組ですとか実績を踏まえて客観的に見て、これは進んでいるとなれば１という

ことになります。対外的、客観的に見て、そのように言えなければ、０ということになってお

ります。 

また、新屋委員からありましたユネスコスクールの位置づけということで、ユネスコスクー

ルは引き続き推進されているといった状況で、確か日本は世界的に見ても結構数は多かったと

記憶をしております。これは、ＥＳＤを進めることや、ユネスコそのものが平和な世界を作る

という理念のもとでやっているものですので、そういうことを学校現場に落とし込んで、そう

いった平和な世界を作るということを目標にして教育をしていくということに賛同した学校が

参加をして、自分たちも取り組むし、他の学校にも広めていくということを目的としてなされ

ていると認識をしております。 

他に御質問いただいたものとしましては、篠原委員から学校種別の採用倍率の関係なのです

が、こちら立花課長よろしいでしょうか。今資料の方に示しているのが、学校種全部まとめて

の形になっております。 

 

（立花教職員課長） 

● 今回令和７年度登録者は、小学校は採用倍率で1.3倍まで落ちていますね。小学校だけ極端に

低い。全学校種としては２倍前後あります。 

 

（出分教育政策課長） 

● 同じく篠原委員から、１学級の高校の割合を御質問いただいていまして、こちらは今、岸本

局長何かございますか。 

 

（岸本局長） 

● 正確なデータを持ってきておりませんので、改めて共有させていただきたいと思います。 

 

（出分教育政策課長） 

● ありがとうございます。 

また、Ｔ－ｂａｓｅでの様々な状況について御意見ございましたが、山城局長何かコメント

などございますか。 

 

（山城指導担当局長） 

● Ｔ－ｂａｓｅですけれど、令和４年から１年生、令和５年が１・２年生、そして令和６年が

１・２・３年生と、今年完成年度です。ですので、先月12月から学校と教職員、道教委の担当

者と実務者レベルで協議会を作りまして、実際３年間やってみて、先ほど言われたような物品

の私費で払っているものであるとか、あとはブースの広さの問題であるとか、配信の準備、そ
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れから事後に係るものであるとか、そういった課題の整理を始めました。ですから、今、篠原

委員が言われたようなことも含めて、今後Ｔ－ｂａｓｅをどう活用していくためには、何が必

要かというのを、実務レベルでまずは情報収集に努めています。 

それからもう一つ、学校間連携の話がありましたが、私の個人的な考えですが、Ｔ－ｂａｓ

ｅで勤務する先生はいつまでもいられるわけではなく、基本的には３～４年程度で、また元の

学校というか、学校現場に戻ってもらうので、そうなるとＴ－ｂａｓｅで培った遠隔授業のノ

ウハウを学校現場に行ったときには、すぐ近くの学校と学校間連携をやってほしいということ

で、そういうミッションを持ってもらって、いずれは全道各地、Ｔ－ｂａｓｅで活躍した先生

がその地域で学校間連携ができるようにと考えております。 

以上になります。ありがとうございます。 

 

（出分教育政策課長） 

● ありがとうございます。あと、御質問ではなかったと思いますけれど、菊川委員から不登校

児童生徒の保護者もケアする必要があるのではないかという御意見いただいていまして、こち

らポータルサイトなどがあったかなと思います。 

 

（齊藤生徒指導・学校安全担当局長） 

● はい。保護者の方々の相談をきちんと受け止めるとか、前回のこの会議でもお話しがあった

かと思いますけど、あと保護者の方々がどこに相談していいのか分からないというような声が

よく聞かれるということで、我々ポータルサイトもあってということも前回も御説明しました

が、そこにどうたどり着いていただけるかというようなことで、今いろいろとＰＲなどやって

いるところであります。 

また、最近では、保護者の方とオンラインで繋いで、本当に何が困っているのかとか、そう

いったものを話し合うというか、そういったイベントも最近やっておりまして、２月にも開催

予定でして、ちょうど今募集中というところではあるのですけど、そういったところにどうや

ってそういったところにたどりついていただくかということを、色々手段考えなきゃいけない

ですが、今ちょっと力を入れてやらせていただいているところです。 

 

（出分教育政策課長） 

● ありがとうございます。御質問という形でいただいておりましたのは、他にはなかったよう

に記憶しているのですが、よろしいでしょうか。その他道教委側から何かコメントなどござい

ますしょうか。 

 

（中村会長） 

○ もし多数出たので、いじめ・不登校関係で、今日のお話聞いて何か印象でもいいのですが。 

 

（齊藤生徒指導・学校安全担当局長） 

○ 前回に引き続き、いじめ・不登校をたくさん御意見いただきまして、本当にしっかりと取り

組まなければいけないなと身を引き締めているところでございます。いじめは、最初にも言い

ましたが、いつでも誰でも被害、加害の関係性ですね、入れ替わるというようなことも多くあ

ります。 

ただ、いじめを受けて登校できなくなってしまっているようなお子さんもいらっしゃいます

ので、そういった事態にならないようにというのは、本当に考えなければいけませんし、そう

いったお子様を学校に戻ってもらえるようにするか、戻れないのであればどうやってそのオン

ラインなどで学習の機会を失わないようにしていくのかとか、基本的には被害者にしっかりと

寄り添った形で対応にあたっていくというベースでやっておりますので、それは各学校の方に

も、引き続きお願いをしていきたいなと思っております。 

あと、ＳＮＳが原因となっている事案も、確かに個別の事故報告といいますか見ていても、

やはり多いです。だからと言って使わないでくださいとかということを我々が申し上げること

もできませんので、児童生徒はもちろんですし、家庭にもその危険性とか、そういったものを

しっかりと理解をしていただくというようなことでの啓発資料などはしっかりと配らせていた
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だいておりますので、そういったものをしっかりと浸透させていきたいなと思っております。 

いじめの解消率の話も先ほど出ましたが、ちょっと変な言い方ですが、北海道は高いのです

よね。９割ぐらいになっています。去年までは９割超えていたのですけど、今年は先ほどのグ

ラフのようにいじめ自体が、ガーッと増えましたので、いじめの解消率の定義として３ヶ月だ

ったか、そういったことが行われていないということがあるので、ある程度期間も必要なもの

ですから、時期によってはまだ解消できてないということも当然増えてくるので、若干９割切

ったぐらいにはなっていますけど、北海道としては、いじめの認知をしている学校の比率も高

いですし、解消している率も高いということで、この辺は我々から毎年報告しているマスコミ

さんにお配りしている資料には書いてあるのですが、なかなかここを注目して取り上げていた

だけない。どうしても件数がドーンと伸びているそういったところが取り上げられているので

すが、そういった状況ではあるので、今本当に大変な中ですね、各学校にはしっかりと取り組

んでいただいているなということで感謝を申し上げたいなと思います。 

ありがとうございます。 

 

（中村会長委員） 

○ もう一つ、共通の話題として、また今その途上だと思いますが、ＩＣＴについても感想でも

あるいは気づいた点でも、いろいろ御意見といいますかですね、御説明をお願いできればと思

います。 

 

（山口ＩＣＴ推進局長） 

● ＩＣＴについて、ちょうど先ほど川口委員のお話の中でも、デジタル教科書の話とかありま

したが、ちょうど昨日、中教審の初等中等教育分科会デジタル教科書推進ワーキンググループ

というすごく長い名称のものがありまして、日本の場合、教科書というのは無償給与というこ

ともありますので、そこで紙の教科書なのか、いわゆるデジタル教科書なのかという話になっ

てしまいますよね。 

先ほど新聞報道とかの話もありましたけれど、御承知のとおり、いわゆる紙の教科書に転換

したというのがスウェーデンの話ですよね。スウェーデンもずっとPISAの調査でいえば、デジ

タル化してから、ずっと実は学力が上がっているのです。学力は上がっているのですけど、そ

れでやっていて、2022年、PISA2022でちょっと下がったのですよね。そのあと政権が変わって

いたのもあって、紙の教科書に転換しますとなったのが、今の報道の状況のようです。ですか

ら、はっきりとした、デジタル教科書を使ったら、あまり学力に効果がないというエビデンス

は、正直我々も分からない、というのが今の状況です。 

その一方で、ほぼデジタルに完全に切り替わっているに近い韓国やエストニアが、ずっと上

がってきているので、我々としてはデジタル教科書を使ったからどうだというところは、今の

段階ではっきり賛否が言える状況にはないなと思っています。 

先ほど委員の方も仰っていましたが、これまでは、とりあえず使いましょうということで来

たと思うのですけど、どういう場面で使うかとか、まさに目的・ゴールは別にあるわけで、今、

次のフェーズに入ってきているのは確かです。デジタル教科書のワーキンググループでの論点

は、これからその教科書の負担、デジタルになっても引き続き負担するのかどうかというとこ

ろは論議になるだろうと思います。あと一つ、いわゆる健康上の問題ですね。視力に与える影

響などというところは、やはり引き続き検討が必要なので、その辺りのところはワーキンググ

ループ、国の審議会の中でも、おそらく引き続きいろいろな知見を集めてという部分は続いて

いくのではないかと思います。 

ただ我々も、今年度やっていて一番良かったのは、道立学校に対しての事業なのですが、民

間の専門家の方をＩＣＴ支援員ということで、道教委の指導主事と一緒に学校へ行って、全部

の道立学校を回ったのです。すごく良かったのは、学校もずっとやってきているので、どうし

てもある程度固定観念が出来上がっている、そういった状況の中で、民間の方から、素の状態

で学校を見ていただいて、「こういうところはこうやるといいですよ」といった御助言などを

いただいて、「こういうふうに使えばいいんですね」というのをストレートにうまく伝えてい

ただいているというのがありました。我々も、例えば行政機関から「こうやってください」と

言うと、「いやいや、そうは言っても」という感じがありますよね。民間の方から「どうです
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か」と言うと、それがすっと心に入ったりすることがありますので。 

先ほど社会教育の話もありましたけれど、そうやって地域の方や民間企業の方などが、学校に入

るというのは、児童生徒だけではなく、先生方にとっても非常に意義のあること。ＩＣＴの話と

はちょっと違いますが、ただそういった効果も今回分かったというのがありますので、また来年

度、その評価の中で、そういったことがつながっていけばいいなと、改めて委員の皆さんのお話

を聞いてちょっと感じました。すみません、長くなってしまいました。ありがとうございます。 

 

（出分課長） 

● 皆様の御意見ありがとうございました。先ほどの繰り返しになりますが、今日いただいた御

意見を踏まえながら、考えていきたいと思います。ありがとうございます。 

 

（中村会長） 

○ それでは、時間の延長もいただいて恐縮でございますが、それではこれで予定の議事は終了

ということで最後の進行は事務局の方お願いします。 

 

（佐々木課長補佐） 

● 中村会長、どうもありがとうございました。 

また、委員の皆様、様々なお話をいただきまして、どうもありがとうございました。引き続

き皆様の御協力のもと、本会議を進めてまいりたいと考えておりますので、よろしくお願いい

たします。 

 最後に、次回会議の予定につきまして御連絡をさせていただきます。次回第６回会議につき

ましては、例年通り６月頃を予定しております。令和６年度の点検・評価について、御審議い

ただきますので、委員の皆様の見地から、御意見をいただきますようお願いいたします。 

なお、書面での開催となる場合もございますので、詳細が決まり次第、日程調整も含めまし

て、電子メール等で皆様に御連絡をさせていただきたいと思います。 

これをもちまして、本日の会議を終了させていただきます。どうもありがとうございました。 


